大阪府都市基盤施設維持管理技術審議会
平成25年度第1回　河川港湾公園部会　議事録

日　時：平成26年2月6日（木）　18:30～20:30
場　所：大阪府西大阪治水事務所
出席委員：河野教授（部会長）、杉浦教授、長尾教授、道奥教授（50音順）
　　　　　　　（事務局）藁田河川環境課長、中田港湾局計画調整課長・山口公園課長　ほか
議事次第：１．全体部会の報告　２．施設の現状、点検及びデータ蓄積の検証
　　　　　　　　３．維持管理手法の検証、重点化指標、更新時期の見極めの検討

【議事１】全体検討部会の報告
・構造物を維持管理する際、横軸の社会的影響度は設定できる。縦軸については予測計画ならば発生確率でよいが、状態監視型であれば発生確率はなじまない。
・公園施設はその他インフラと機能が異なり、付加価値、生活の快適性の施設であり、横軸の社会的影響度には違和感がある。

【議題２】施設の現状、点検及びデータ蓄積の検証
・クロス解析のためにも、河川カルテと建設CALSの書式標準化、連携は重要。
・時間計画型は製品仕様に応じて寿命等があって、そのとおりに管理していこうというもの。その中には性能が劣化していくという概念が内在化しており、時間計画型は予測計画型の一部とも定義できる。時間計画型のものを状態監視型へ移行し、長寿命化を検討していく施設もある。
・ポンプのように時間計画型であるものを状態の計測により、状態監視型や予測計画型へ移行できないかという研究も行われている。ただし、状態の確認が困難なものも多い。状態監視型や予測計画型に移行できるものと、時間計画型で行わざるを得ないものが、研究が進めば明確になると思う。
・堤防、護岸に求められる機能確保のため、天端高の確認は、点検項目に入れるべき。
・重力式構造物についても目地部からの吸出しの有無を点検項目に入れるべき。
・日常点検について恒常的に同一の職員が行うのであれば、経験・知識が蓄積されるが、そうでないなら、点検用チェックシートを標準化・汎用化しておくことが必要。
・本件、持続可能な体制づくりという観点から、職員ローテーションのありかた等の兼ね合いもあり、全体検討部会で扱うべき課題。

【議題３】維持管理手法の検証、重点化指標、更新時期の見極めの検証
・損傷度判定でaランクのものは、出水の場合、状況によっては機能を失うこともあることを勘案すると、現在の維持管理手法は、全て状態監視型ではなく、事後保全型もある。
・河道の場合、他と違って単調劣化ではなく、場合によっては流れを上手にアレンジすれば、流れが変わり、2極化を緩和する可能性もある。そこで、技術革新も必要だが、それと並行し、上手に維持管理を行った場合、河川整備と同じぐらいの効果をもたらすこともある。河道は他の構造物と違い、生き物的な挙動を示すものであり、維持管理の枠組みの中で、原状復帰ではなく、クリエイティブな維持管理の概念も必要。
・「点検及びデータ蓄積の検証」「維持管理手法の検証」については、この資料では検証になっていない。「検証」と言うからには、現状において発生している問題を示し、その課題整理と、なぜ問題が発生しているのかを検証するという切り口が必要。
・データを取得するにはコストがかかる。取得すべきデータは地域や環境によって異なるため、府としてどのデータを優先的にとるのかということが肝要。今後の維持管理の方向性を考える場合、限られた予算の中でデータを取る予算、補修・更新に回す予算のバランスを勘案すべき。
・鋼構造物は防食工を施しており、鋼材の腐食は材料劣化ではなく損傷要因とし、材料劣化として防食工の劣化を記載すべき。防食工の耐久年数は大体分かっており、定期的に更新していくのであれば、時間計画型の分類になる。
・予測計画型の維持管理を行うのであれば、取得すべきデータを構造物だけで見るのではなく、環境因子等外的な要因も調査しておくことも必要。
[bookmark: _GoBack]・更新フローでLCCを考慮する場合、ライフサイクルの設定が困難。設定年間により、長寿命化の有利、不利が違ってくる。鋼構造物のように経年腐食が把握されており、経過年数により設計耐力上、ＮＧと分かるものではＬＣＣを算定しやすいが、コンクリート構造物のような場合、非常に難しい。
・更新の判定のところに、最近はこの構造形式はとらないという場合、構造形式も更新の必要、不必要の基準となる。
・更新の判定において、既存不適合の観点も重要な要素。
・防災拠点に位置付けられている護岸などは、重点化指標として、社会的影響の指標に入れておくべき。
・LCCは、大きな方向性の検討の際は有意であるが、個別施設の検討では、個別事情や外部経済を加味すると、LCCのみで判断できない場合が多い。個別施設で、LCCにより更新時期を検討できるのは、撤去した時に社会的影響が低いもの、優先度の低い施設のみかもしれない。
・河川の更新要因の仕分けは、定義づけを明確にすること。
・公園の遊具は本来機械ものなので、ある程度製作メーカーが品質保証や耐用年数を何年と決めており、人的影響も大きいため、状態監視型の維持管理で良いのか、再考すべき。

・個別構造物の維持管理ではなく、構造物群の戦略的な維持管理が必要で、予算や人員が限られている中で、どうすれば全体として良い維持管理ができるのかという視点で今後検討を深化させていくこと。

